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産業標準化及び国際標準化の動向並びに知的財産権の活用の状況に関する調査に関する省令第五条第一項に基づく経済産業大臣の証明申請書

　　年　　月　　日
　経済産業大臣　名　殿

法人番号
名　　　　称
住　　　　所
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　

産業標準化及び国際標準化の動向並びに知的財産権の活用の状況に関する調査に関する省令第五条第一項の規定に基づき経済産業大臣の証明を受けたいので下記により申請します。

記

１．取引関連特許権等に関する情報（様式２のとおり）

２．取引関連特許権等における特許権取得等研究開発活動に関する情報（様式３のとおり）

（備考）
１．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２．「取引関連特許権等」とは、事業者の行う居住者（法第二条第一項第一号の二に規定する居住者をいう。）又は内国法人（同条第二項第一号の二に規定する内国法人をいう。ただし関連者であるものを除く。）に対する特許権等の譲渡若しくは、事業者の行う他の者（当該事業者の関連者であるものを除く。）に対する特許権等の貸付け（特許権等に係る権利の設定その他他の者に特許権等を使用させる行為を含む。）のことをいう。
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